
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数です。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １

２

２　一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在）

宇城市の給与・定員管理等について

住民基本台帳人口 実質収支 人件費率 （参考）

20年度の人件費率

歳出額　 人件費
区　分

　　　　　（21年度末） Ｂ／Ａ　　　　　　Ａ

　　　　　　　千円

　　　　　　Ｂ

　　　　　千円

21.0

職員数

63,248 769,739 20.1

一人当たり

26,260,997

(参考)　類似団体平均給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

　　　　　　Ａ 　　計　　Ｂ給　 料

千円

2,000,404492

人

227,526

職員手当

　　　　　千円

給与費 B/A 一人当たり給与費

21年度

区　分

21年度

期末・勤勉手当

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示
す指数です。

5,274,977

１号給の
給料月額

１級 ２級 ３級

人

6,119

　　　　　千円 　　　　　千円千円

6,103

千円

3,002,477774,547

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均した
ものです。

185,800 222,900135,600

最高号給の
給料月額

243,700 309,400 356,600 390,500 403,000 459,100425,100

261,900

（単位：円）

289,200 320,600 366,200

４級 ５級 ６級 ７級

(H17) 

94.0 

(H17) 

97.0 

(H17) 

97.6 

(H22) 

98.7 (H22) 

97.7 

(H22) 

98.8 

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

宇城市 類似団体平均 全国市平均 
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※

※

※

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な　 

　　　　どのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも

　　　　のです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手

　　　　当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

1.5

327,713 －うちその他技能労務職 53.0 8

1.64

－

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致して
いるものではありません。例えば、民間データにおける雇用形態については、「１ヶ月を超える期間を定めて
雇用されている労働者」や「日々又は１ヶ月以内の期間を定めて雇用されているもののうち、４月及び５月に
それぞれ18日以上雇用された労働者」が含まれており、本市データにおいては、臨時・非常勤職員については
除かれている点など、データの基礎が異なる部分があります。

民間データは、賃金構造基本統計調査（厚生労働省）結果の公表を受け、総務省から提供されたデータを使用
しています。（平成19年度～21年度の３ヶ年平均）

うち自動車運転手

うちその他技能労務職

5,227,304 2,722,200 1.92

－

48.7 49

熊本県

国

－

うち学校給食調理員

A/B

類似団体

参　　考

区　　分

うち用務員

（国ベース）

宇城市 44.1 401,336 362,690

熊本県 44.1 339,420 400,830 368,188

338,000

335,606 394,618 366,140

国 41.9 325,579 ― 395,666

民　　間

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

(A)
平均給与月額

(国ベース)
対応する民間
の類似職種 平均年齢

平均給与月額
(B)

48.5 30 304,600 327,356

類似団体 43.8

－ －

用務員 53.8

公　務　員

うち自動車運転手

13 294,000 313,369 295,200

－

213,600

46.5 3 285,300 329,367 317,300

46.7 312,700

55.5自動車運転手

－

200,500

47.3 425 320,016 356,449 338,657

322,900

49.3 － 322,291

6

328,520

340,501

339,367 317,800

－

－

5,486,404

－ －

－

年間ベース(試算値)の比較

公務員
(C)

3,955 284,513

2,844,200 1.77

宇城市

1.59 3,008,200 1.82

－

うち用務員

－

年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員に
おいては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては、前年に支給された年間賞与の額を加えた試算
値です。

－

43.7

5,036,528

－ －

－

民間
(D) C/D

312,374 342,512

－

208,400調理士

310,613

47.0

区　　分

宇城市

うち学校給食調理員

－ － －
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 (2) 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※

４　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（注）１　宇城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　　　　　　％

48 11.8
３ 級

係長及び参事並びにこれらに相当
する職の職務

　　　　　　　　人

高　校　卒

中　学　卒

区　　分 標準的な職務内容 職員数

２ 級
高度な知識経験を必要とする業務
を行う主事、技師及びこれらに相当
する職の職務

技能労務職

高　校　卒

247,420

209,200

217,933

-

技能労務職

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

区　　　　分

一般行政職

一般行政職

区　　　　　分

129,200 126,585

国

172,200 167,034 172,200

－

宇　城　市

構成比

１ 級
主事、技師及びこれらに相当する
職の職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

28 6.9

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

32 7.9

４ 級
主幹及び特に高度な知識経験を必
要とする業務を行う参事並びにこれ
らに相当する職の職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

82 20.2

５ 級
課長、審議員及び特に高度な知識
経験を必要とする業務を行う主幹並
びにこれらに相当する職の職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

159 39.1

６ 級
部長、部次長及び高度な知識経験
を必要とする業務を行う課長並びに
これらに相当する職の職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

47 11.6

７ 級
高度な知識経験を必要とする業務
を行う部長及びこれらに相当する職
の職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

10 2.5

135,897

137,200 142,299

308,700

熊　本　県

大　学　卒

140,100

－

140,100

経験年数１５年 経験年数２０年

-

276,700

367,640

263,825

-

-

316,300

地方公務員給与実態調査の要領に基づく区分により、各経験年数に該当する平均を記載しています。
但し、該当職員がいない場合は、近似する経験年数を選びその平均を記載し、近似する者がいない場合は空欄
としています。

経験年数１０年
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（注）平成１８．４．１に９級制から７級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級　

 　　をそれぞれ統合）　　　　　

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５～１５％ 　・役職加算　５～２０％ 　・役職加算　５～２０％

　・管理職加算　１５～２５％ 　・管理職加算　１５～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　基準日にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給
する。

1.50 0.70

（３級＝５％、４級・５級＝10％、６級・７級＝15％）

0.70

2.752.75

1.50

1.40

宇 城 市 熊 本 県 国

１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度） ―

1,598 1,666

1.50

2.75

　人事考課制度を平成１９年度より試行、平成２０年度より運用しているが、人材育成の手法として導入して
いる段階であり、勤務成績への反映までは至っていない。

1.401.40

0.70

0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

平成22年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 

１級, 6.9 １級, 5.1 １級, 4.0 

２級, 7.9 ２級, 8.8 ２級, 7.2 

３級, 11.8 ３級, 12.7 
３級, 12.9 

４級, 20.2 ４級, 18.5 
４級, 16.2 

５級, 39.1 ５級, 39.0 

５級, 7.0 

６級, 11.6 ６級, 13.4 

６級, 27.9 

７級, 2.5 ７級, 2.5 

７級, 12.1 

８級, 12.7 

９級, 0.0 
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 (2) 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前前早期退職特例措置(2～20％加算) 定年前前早期退職特例措置(2～20％加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

1 12

12

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目
      指して、平成18年度から支給率を段階的
      に引き上げることとしています。

支給率

神奈川県横浜市 12

神奈川県横浜市 10

59.2859.28

国の制度（支給率）

17

23.50

33.50

47.50

59.28

30.55

41.34

59.28

41.34

59.28

59.28

23.50

33.50

47.50

30.55

宇 城 市 国

0 14

支給実績（平成21年度決算） 684

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 342

支給対象地域 国の制度（支給率）支給率 支給対象職員数

15

東京都特別区 13 1

11

15

支給対象地域

東京都特別区

24,467

大阪府大阪市

18 18

大阪府大阪市
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 (4) 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

※ 各項目の数値及び手当の種類については、公営企業分を含んでいます。

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

市税等の徴収事務に専ら従事
した職員

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

医師研究手当

56,332

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 107

検査業務手当

麻薬管理手当

検査技師

薬剤師がその職務に従事したとき

診療手当

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 119

呼出手当
放射線技師、検査技師、看護
師又は准看護師

介護保険等の保険料、保育料、公
営住宅や上下水道の使用料等の徴
収のため外勤したとき

58,724

日曜日、国民の祝日及び夜間等に
呼出しを受けその職務に従事したと
き

薬剤師

エックス線その他の放射線を照射
する作業に従事したとき

検査業務に従事したとき

常勤の医師

感染症の疑いある患者に接し又は
介護に従事したとき

医師2人以上の立会いによる手術に
従事したとき

地域特性に対応した医療開発と医
学の進歩に即応する高度な医療を
研究し、住民福祉に貢献したとき

月額　4,000円

月額　60,000円

日額　800円

　円

　％

21,331

226,922

16.4

15種類　（うちH21年度支給実績　13種類）

千円

月額　2,500円

月額　2,500円

1回　300円

月額　2,500円

左記職員に対する支給単価

1件　3,000円

月額　3,000円

月額　4,000円

日額　200円

日額　1,000円

手当の名称

月額　入院及び外来患者
に係る1箇月当りの診療報
酬請求額の1％

(1)院長：月額　370,000円
(2)各診療科部長：月額
270,000～330,000円の範
囲内で規則で定める額

(1)放射線技師：月額
5,000円
(2)看護師：1日　100円

感染症又は家畜伝染病の防疫
に従事する職員

手当の種類（手当数）

法律に基づく作業に従事したとき

感染症患者若しくは感染症の疑い
のある患者の救護又は特殊な技能
を要する麻酔、医師2人以上の立会
いによる手術等に係る診療に従事
したとき

市税等賦課事務に従事したとき

市税等徴収事務に従事したとき

税務手当 市税等の賦課事務従事職員

夜間看護手当

市税等の徴収事務従事職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

主な支給対象業務

支給実績（平成21年度決算）　

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

主な支給対象職員

医師特殊業務手当 常勤の医師

診療能率手当

外来看護師、事務員、調理員

常勤の医師

入院び外来患者の診療に従事した
とき

感染症危険手当

防疫等作業手当

看護師

行旅死亡人取扱手当

市税等の滞納による財産差押え又
は財産差押え物件の引上げに現地
で直接従事したとき

常勤の医師

徴収手当 徴収業務のため外勤した職員

放射線業務手当 放射線技師、看護師

社会福祉業務手当
生活保護法による調査、指導等に
従事したとき

生活保護担当職員

1件　2,000円

正規の勤務時間による勤務の一部
又は全部が深夜において行われる
看護等の業務に従事したとき

行旅死亡人の処理に従事したとき

1回　2,000円

行旅死亡人の処理従事職員
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 (6) その他の手当（平成２２年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

6 千円

104

58

546

696

千円千円 12123

異動等に伴い転居し、やむを得な
い事情により同居していた配偶者と
別居し、単身で生活する職員に対し
て、基本額23,000円に交通距離の
区分に応じた金額（6,000円～
45,000円）を加算した額を支給

同 － 696

支給実績

○借家の場合
月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に対して、27,000円
を限度に支給
○持家の場合
・新築購入後5年未満　2,500円
・上記以上　1,000円

○公共交通機関等を利用する場合
は、55,000円を限度として運賃に応
じて支給
○自動車等で通勤する場合、下記
の使用距離に応じて支給
　２km以上５㎞未満 　2,000円
　５km以上10km未満　 4,100円
　10km以上15km未満　 6,500円
　15km以上20km未満　 8,900円
　20km以上25km未満　11,300円
　25km以上30km未満　13,700円
　30km以上35km未満　16,100円
　35km以上40km未満　18,500円
　40km以上45km未満　20,900円
　45km以上50km未満　21,800円
　50km以上55km未満　22,700円
　55km以上60km未満　23,600円
　60km以上～　　　　24,500円

手　当　名

管理・監督の地位にある職員に対し
て、給料月額の15/100を超えない
範囲内で、役職に応じ支給

千円

230

単身赴任手当

宿日直手当
宿日直勤務を命ぜられた職員に
は、その勤務1回につき4,200円

同

管理職員特別
勤務手当

管理職手当支給対象者が週休日
等に勤務した場合、勤務1回につき
12,000円を超えない範囲内で支給
※1回　6,000円（6時間を超える場
合は150/100を乗じた額）

同 －

－

国の制度

との異同 異なる内容 （平成21年度決算） 平均支給年額内容及び支給単価

（平成21年度決算）

住居手当 異
持家の場
合の支給

千円

扶養手当 同

25,375

○配偶者　13,000円
○その他扶養親族　6,500円
○加算措置　16歳～22歳の子1人
につき5,000円加算

－

通勤手当

65,906 千円

同

管理職手当 異
（国）
25/100以
内

38,220 千円

－

国の制度と

46 千円

22,637

支給職員１人当たり

千円
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６　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

　　（平成21年度支給割合）

月分

　　（平成21年度支給割合）

月分

　　 （算定方式）

円 × × 円

円 × × 円

(注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年）勤めた 

　　 場合における退職手当の見込額です。  

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

500,000

395,000

359,000

295,000

支所事務統廃合による減員

＜参考＞

係新設に伴う人員増

58.24

64.19

異動後の不補充

土木 41 41 0

小　計

教育部門 79 78

406

商工

民生

11 10 △ 1

衛生 38 0

103

89.33

＜参考＞

計上区分変更

税務

農林水産 52 49 △ 3

市 長

収納業務充実のための増員

267,600

行政サービスセンター廃止等による減員

（支給時期）

16,620,000

7,226,800

給

料

市 長 992,000

副 市 長 804,000

831,000

623,000

報

酬

議 長 690,000

副 議 長 620,000

議 員 560,000

379,800

337,500

318,000

期
末
手
当

市 長

副 市 長 2.75

議 長

副 議 長 2.75

議 員

退
職
手
当

副 市 長

備　　　　考

（１期の手当額）

(在職期間) 290/100

(在職期間)

79.36

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数

831,000

623,000

対前年
増減数

任期毎

任期毎

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 6 6 0

23 25 2

103

主 な 増 減 理 由
平成21年 平成22年

0

＜参考＞

38

139 134 △ 5

計 △ 7413

総務

492 484 △ 8

△ 1

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病院 29 29 0

水道 14 14 0

その他

下水道 16 17 1 勤務条件改善のための増員

22 21 △ 1

小　計 81 81 0

565

合　　計

573 △ 8

76.52

[         676    ］ [         676    ］ [        0  ］

（参考）類似団体における最高／最低額

給 料 月 額 等

500/100

区 分
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）

（3)職員数の推移

（単位：人・％）

年　度

部門別

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。（教育長を含みます。）

８　公営企業職員の状況

 (1) 水道事業

①職員給与費の状況

ア 決　算

28,577

純損益又は

実質収支

総費用に占める

職員給与費比率

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

職員給与費

　　　　　　　　　　　％

1,021,390 47,007 4.14.6

21年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円　　　　　千円

（参考）

　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ める職員給与費比率

20年度の総費用費に占

△ 105 △ 15.7

１８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年
過去５年間の
増減数（率）

637 607 573 565

△ 15 △ 16.1

△ 71 △ 12.8

△ 34 △ 29.6

528 492 484

115 115 84 79 81 81

△ 12.1

93 93 94 84 79 78教　　育

一　般　行　政 462

555

670

１７年

447 459 444 413 406

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～

51歳
～ ～ ～ ～ ～

565

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳

△ 56

人 人 人 人

55歳 59歳 以上

人

76 049 52 80

人人 人人 人

区　分

公営企業等会計・計

合　　計

（普通会計・計）

総費用　

923 9 50 57

人

655

540 553

人
職員数

25

人

72

0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

16 

18 

1
 

2
 

3
 

4
 

5
 

6
 

7
 

8
 

9
 

1
0
 

1
1
 

1
2
 

構成比 

% 
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（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数です。

イ 特記事項 なし

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額は、平成２１年度水道事業会計決算額によるもので、期末・勤勉手当等を含みます。

③職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５～１５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

定年前前早期退職特例措置(2～20％加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当（平成２２年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

千円 千円

１人当たり平均支給額（平成21年度）

人 千円 　　　　　千円

7 25,301 3,903 9,712 38,916 5,559 6,567

21年度

(参考)　全国市町村平

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 均一人当たり給与費

一人当たり

宇城市 40.7 323,694 463,286

区　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

区　　分

市町村平均 45.6 366,719 546,495

平均年齢

宇 城 市 水 道 事 業 全 国 市 町 村 平 均

１人当たり平均支給額（平成21年度）

千円

基本給 平均月収額

1,387 1,609

2.75 1.40

1.50

59.28

15,624

0.70

（３級＝５％、４級・５級＝10％、６級・７級＝15％）

33.50 41.34

支給対象職員数

0

59.28 59.28

0

宇 城 市 水 道 事 業 全 国 市 町 村 平 均

23.50 30.55

47.50

東京都特別区 13 0

大阪府大阪市 11 0

0

0

一般行政職の制度（支給率）

10

支給実績（平成21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給対象地域 支給率

神奈川県横浜市

　　　　　千円

13

10

11
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エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

（注）水道事業に係るもののみを抜粋しています。

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ その他の手当（平成２２年４月１日現在）

0 円
管理職員特別

勤務手当

管理職手当支給対象者が週休日
等に勤務した場合、勤務1回につき
12,000円を超えない範囲内で支給
※1回　6,000円（6時間を超える場
合は150/100を乗じた額）

同 － 0 千円

0 円

宿日直手当
宿日直勤務を命ぜられた職員に
は、その勤務1回につき4,200円

同 － 0 千円 0 円

単身赴任手当

異動等に伴い転居し、やむを得な
い事情により同居していた配偶者と
別居し、単身で生活する職員に対し
て、基本額23,000円に交通距離の
区分に応じた金額（6,000円～
45,000円）を加算した額を支給

同 － 0 千円

円

管理職手当
管理・監督の地位にある職員に対し
て、給料月額の15/100を超えない
範囲内で、役職に応じ支給

同 － 540 千円 540,000 円

千円 97,333 円

通勤手当

○公共交通機関等を利用する場合
は、55,000円を限度として運賃に応
じて支給
○自動車等で通勤する場合、使用
距離に応じて支給
　（距離）　2km～60km以上
　（金額）　2,000円～24,500円

同 － 319 千円 63,800

住居手当

○借家の場合
月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に対して、27,000円
を限度に支給
○持家の場合
・新築購入後5年未満　2,500円
・上記以上　1,000円

同 － 584

内容

支給職員１人当たり

（平成21年度決算）

扶養手当

○配偶者　13,000円
○その他扶養親族　6,500円
○加算措置　16歳～22歳の子1人
につき5,000円加算

同 － 1,152 千円 230,400 円

平均支給年額

徴収手当 徴収業務のため外勤した職員
介護保険等の保険料、保育料、公
営住宅や上下水道の使用料等の徴
収のため外勤したとき

日額　200円

一般行政職一般行政職 支給実績

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 と異なる （平成21年度決算）

支給実績（平成21年度決算）　 5 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 1,667 　円

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ） 1,303

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 186

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 2,096

42.9

手当の種類（手当数）

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 349

1種類　（うちH21年度支給実績　1種類）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度） 　％

左記職員に対する支給単価
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